
議案第37号

(総　則)

(業務の予定量)

　(1) 件

　(2) ㎥

　(3) ㎥

　(4)

　　イ その他の建設改良事業(配水管改良工事、その他)

千円

(収益的収入及び支出)

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

収　　　　　　　　　　　　　　　入

　　第2項　営 業 外 収 益

109,091

2,114

支　　　　　　　　　　　　　　　出

　第1款　水 道 事 業 費

事 業 費

2,157,383　第1款　水 道 事 業 収 益

　　第3項　特　別　利　益

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

5,000

　　第1項　営　業　費　用　 2,154,849

主 要 な 建 設 改 良 事 業

1,066,836

2,346,769

　　第1項　営　業　収　益

211,417

1,943,852

　　第4項　予　　備　　費

　　　令和6年度桐生市水道事業会計予算

第1条　令和6年度桐生市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

年 間 給 水 件 数 590,064

13,997,315年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量 38,349

　　第2項　営 業 外 費 用 77,829

　　第3項　特　別　損　失
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(資本的収入及び支出）

　留保資金681,287千円、建設改良積立金300,881千円で補塡するものとする。)。

第1款 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

第1款 千円

千円

千円

千円

千円

(継続費)

項 年　度
千円 千円

6

7

浄水施設更新事業
（元宿浄水場3号取水ポンプ更新工事） 68,387

27,355

41,032

事　　　業　　　名

収　　　　　　　　　　　　　　　入

　

　資 本 的 収 入 340,037

　　第1項　企　　業　　債 300,000

第4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する

額1,075,384千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額93,216千円、当年度分損益勘定

　　第5項　工 事 負 担 金 2,000

　　第2項　負　　担　　金 15,523

　　第4項　固 定 資 産 売 却 代 金 862

17,802　　第3項　出　　資　　金

　　第4項　予　　備　　費

　　第6項　国 県 補 助 金 3,850

支　　　　　　　　　　　　　　　出

　資 本 的 支 出 1,415,421

1．建設
   改良費

　　第1項　建 設 改 良 費 1,077,686

　　第2項　企 業 債 償 還 金 331,625

年　割　額

　　第3項　国 庫 補 助 金 返 還 金 1,110

款 総　額

5,000

第5条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

１．資本的
　支出
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(債務負担行為)

(企業債)

限 度 額
千円 　　償還は、半年賦又は年賦元利若し

　くは元金均等償還とし、借入先の条
　件による。

300,000 　　ただし、企業財政の都合により繰
　上償還をし、若しくは償還年限を変
　更し、又は低利債に借換をすること
　ができる。

(一時借入金)

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

(1)

(1) 千円

(2) 千円

1,664,740千円

事　　　　　項

桐生市水道事業窓口業務包括委託

期　　間

令和7年度から令和11年度まで

限　度　額

第6条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

第3条に定める「営業費用」と「営業外費用」との間。

普通貸借 (ただし、利率見直し方式

第9条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、各項間において流用することができる。

水道事業 又は  び公営企業等金融機構資

5.0％以内

第10条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の

　経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第7条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 起債の方法 利　　　　　　　　率 償　還　の　方　法

証券発行  しを行なった後において

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第8条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

 は当該見直し後の利率) 

277,188

交 際 費 21

 で借り入れる政府資金及

職 員 給 与 費

 金について、利率の見直
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(他会計からの補助金)

(たな卸資産購入限度額)

     桐生市長  　荒　　木　　恵　　司

第11条　簡易水道統合事業等にかかる企業債利息の一部及び児童手当に要する経費に充てるため、一般会計からこの会計へ

令和6年2月15日提出

第12条　たな卸資産の購入限度額は、31,568千円と定める。

　補助を受ける金額は、2,975千円である。
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（消費税及び地方消費税込）

予定額（千円） 備　　　　　　　考

1 水道事業収益 2,157,383

1 営業収益 1,943,852

1 給水収益 1,884,713 水道料金

2 加入金 37,364 水道新設・改造加入金

3 その他の営業収益 21,775 手数料、消火栓維持管理負担金等

2 営業外収益 211,417

1 受取利息 737 預金利息

2 他会計補助金 2,975 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 109,994

4 雑収益 97,710 下水道使用料徴収事務負担金等

5 消費税及び地方消費税還付金 1

3 特別利益 2,114

1 固定資産売却益 2,113 遊休資産の処分

2 過年度損益修正益 1

令和6年度　　桐生市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　　入

款 項 目
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（消費税及び地方消費税込）

予定額（千円） 備　　　　　　　考

1 水道事業費 2,346,769

1 営業費用 2,154,849

1 原水及び浄水費 520,754 浄水施設維持管理費、水質検査費

2 配水及び給水費 319,355 配水・給水施設維持管理費

3 受託工事費 1

4 業務費 201,411 検針、料金等費用

5 総係費 154,672 総括的諸費用

6 減価償却費 948,654 固定資産減価償却費

7 資産減耗費 10,001 固定資産除却費等

8 その他の営業費用 1

2 営業外費用 77,829

1 支払利息及び 65,206 企業債借入金利息

　企業債取扱諸費

2 消費税及び地方消費税 11,858

3 雑支出 765 不用品売却原価

3 特別損失 109,091

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 101 水道料金過誤納金還付金等

3 その他の特別損失 108,989 庁舎移転に伴う庁舎の除却費等

4 予備費 5,000

1 予備費 5,000

支　　　　　　　　出

款 項 目

　　水道事業会計　 354　　　　　



（消費税及び地方消費税込）
予定額（千円） 備　　　　　　　考

1 資本的収入 340,037
1 企業債 300,000

1 企業債 300,000
2 負担金 15,523

1 他会計負担金 15,523 消火栓新設撤去工事負担金
3 出資金 17,802

1 他会計出資金 17,802 一般会計出資金
4 固定資産売却代金 862

1 固定資産売却代金 862 遊休資産の処分
5 工事負担金 2,000

1 工事負担金 2,000 配水管改良工事負担金等
6 国県補助金 3,850

1 国庫補助金 3,850 水道管路耐震化

（消費税及び地方消費税込）
予定額（千円） 備　　　　　　　考

1 資本的支出 1,415,421
1 建設改良費 1,077,686

1 その他の建設改良費 1,066,836 配水管改良工事、施設改良工事等
2 固定資産購入費 6,909 工具器具及び備品等
3 メーター費 3,941 メーター設置費

2 企業債償還金 331,625
1 企業債償還金 331,625

3 国庫補助金返還金 1,110
1 国庫補助金返還金 1,110 消費税等仕入控除税額の確定に伴う返還

4 予備費 5,000
1 予備費 5,000

支　　　　　　　　出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　入

款 項 目
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円 円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は当期純損失） 有形固定資産の取得による支出

減価償却費 有形固定資産の売却による収入

固定資産除却費 国庫補助金等による収入

退職給付引当金の増減額（△は減少） 国庫補助金等の返還金

賞与引当金の増減額（△は減少） 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

貸倒引当金の増減額（△は減少） 投資活動によるキャッシュ・フロー

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

有形固定資産売却損益（△は益） 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

未収金の増減額（△は増加） 他会計からの出資による収入

未払金の増減額（△は減少） 財務活動によるキャッシュ・フロー

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少） 資金増加額（又は減少額）

小計 資金期首残高

利息及び配当金の受取額 資金期末残高

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

令和６年度　桐生市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

300,000,000

△ 331,624,000

17,802,000

△ 13,822,000

665,877,000

1,202,000

730,346,000

737,000

       　（消費税及び地方消費税抜）

2,974,000

5,850,000

15,523,000

△ 990,756,000

△ 17,000

△ 65,206,000

230,000

△ 276,813,000

948,654,000

△ 5,236,000

559,000

338,000

118,989,000

△ 109,994,000

△ 737,000

65,206,000

△ 9,923,000

△ 2,112,000

△ 1,110,000

3,319,924,000

3,635,388,000

△ 315,464,000

△ 967,519,000
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（　）内は、短時間勤務職員を記載（外書き）

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額14,720千円を含む

43,669

2,922 4,671

特殊勤務
手当

271,793

724 5,395

合　　　計 備　　　考

（千円） （千円）

44,393 277,188
本　年　度

前　年　度

比　　　較

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　　分
扶養手当 住居手当

△ 6962,445

通勤手当

(0)

0

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

時間外及び
休日勤務

手当

夜間勤務
手当

宿日直
手当

(千円） (千円） (千円）

管理職員
特別勤務
手当

管理職手当
期末及び
勤勉手当

退職給付費

本　年　度 2,070 1,859 1,313 386 1,852 174

前　年　度 2,370 1,985 1,615 535 1,859 53,222 13,221

8,328 55,563 15,202

比　　　較 △ 300 △ 126 △ 302 △ 149 2,341 1,981△ 7 0

186

△ 12 △ 504

30 9,082 135,217 83,825

(千円） (千円）

228,124

8,832

(千円）

(12)

0

30 11,527 134,521 86,747 232,795

(12)

（千円）

一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円）

給　　与　　費　　明　　細　　書
１　 総　　　　括

区　　　　　分

職　　員　　数

特別職
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（１）会計年度任用職員以外の職員

この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

（　）内は、短時間勤務職員を記載（外書き）

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額14,720千円を含む

（２）会計年度任用職員

この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

（　）内は、会計年度任用職員であって、短時間勤務職員を記載（外書き）

1,087 0

933

0 0 0 0 0 0

(千円） (千円） (千円）

2,020

前　年　度

本　年  度

退職給付費

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

時間外及び
休日勤務

手当

夜間勤務
手当

宿日直
手当

管理職員
特別勤務

手当
管理職手当

期末及び
勤勉手当

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　　分
扶養手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務
手当

比　　　較 0 0 0

2,445 1,087 3,532 571 4,103
比　　　較

(1)

9,082 933 10,015 1,533 11,548
前　年　度

(7)

11,527 2,020 13,547 2,104 15,651

（千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度
(8)

合　　　計 備　　　考
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　　　分
職　員　数 給　　　　与　　　　費

法定福利費

（人） （人） （千円） （千円）

186 8,832 52,289 13,221

比　　　較

15,202

前　年　度 2,370 1,985 1,615 535 1,859

△ 504 1,254 1,981△ 300 △ 126 △ 302 △ 149 △ 7 0

区　　　　　分
職　員　数

0 △ 12

(千円） (千円） (千円） (千円）

区　　　　分
扶養手当 住居手当 通勤手当

給　　　　与　　　　費
法定福利費 合　　　計 備　　　考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度
(4)

30 134,521 84,727 219,248

前　年　度
(5)

30 135,217 82,892 218,109 42,136 260,245

42,289 261,537

比　　　較
(△1)

0 △ 696 1,835 1,139 153 1,292

(千円）

特殊勤務
手当

時間外及び
休日勤務

手当

夜間勤務
手当

宿日直
手当

管理職員
特別勤務

手当
管理職手当

174

期末及び
勤勉手当

退職給付費

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本　年  度 2,070 1,859 1,313 386 1,852 8,328 53,543
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２　　報酬、給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

30 人

30 人

0 人

0 人

0 人

0 人

給与改定に伴う増減分

千円

異動等による減 千円

３　　給料及び手当の状況

（２）　初　任　給

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平　均　年　齢 （歳）

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平　均　年　齢 （歳）

0.81%

　給料表の平均改定率 1.1%

その他の増減分 670 退職給付引当金繰入額の増 1,981

給　料

1,791 異動等による増

その他

昇給に伴う増加分 218

本年度

前年度

平均昇給率

区   分 増減額（千円） 増減事由別内訳(千円） 説　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

2,445 654報　酬

採　用　

△ 696 847 改定の状況

退　職　

△ 1,311

その他の増減分 △ 1,761 異動等による減 職員数の異動状況（常勤職員のみ）

増　減

採用 ・ 退職等の状況

（１）　職員一人当たり給与

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

区分

職員手当 2,922 2,252 期末及び勤勉手当

一般行政職 技能労務職
一般会計の制度

令和6年4月1日現在

346,661 341,150 一般行政職 技能労務職

386,344 346,400 （円） （円） （円） （円）

４５歳９月 ５０歳０月 中学卒 162,100 162,100

令和5年4月1日現在

342,357 335,700 高校卒 166,600 166,600

385,483 340,950 短大卒 179,100 179,100

４５歳２月 ４９歳０月 大学卒 196,200 196,200
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（３）　級別職員数

8 級

7 級

6 級

5 級

4 級 4 級

3 級 3 級

2 級 2 級

1 級 1 級

8 級

7 級

6 級

5 級

4 級 4 級

3 級 3 級

2 級 2 級

1 級 1 級

※ 構成比は小数点以下第3位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100とはなりません。

（級別の基準となる職務）

区　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

令和６年 ４月 １日現在

1 3.57

1 3.57

2 7.14

8 28.57

3 10.71 1 50.00

9 32.14 1 50.00

2 7.14

2 7.14

計 28 100.00 計 2 100.00

令和５年 ４月 １日現在

1 3.57

0 0.00

3 10.71

8 28.57

3 10.71 1 50.00

9 32.14 1 50.00

3 10.71

1 3.57

計 28 100.00 計 2 100.00

区　　　分 ８ 級 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級

局　長

３　級 ２　級 １　級

一般行政職 次　長
課　長 課長補佐 係　長 主　査 主　事 主　事

所　長 所長補佐 主　査 主　任 技　師 技  師

技能労務職 主任技術員 主任技術員 主任技術員 技術員
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（４）　昇　　給 （５）　特殊勤務手当

（人） （％）

（人） （％）

（人） 1. 浄水場業務手当

（人） 2. 危険物取扱手当

（人） 3. 高圧電気取扱作業手当

（％） 4. 高所深所作業手当

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（６）　期末手当・勤勉手当

（　）内は、再任用職員について適用

（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８）　その他の手当

区　　　　　　　　分 全職種 一般行政職 技能労務職 区　　　　　　　　　分 全職種 一般行政職 技能労務職

本
　
年
　
度

職員数 （Ａ） 30 28 2 給料総額に対する比率 0.26 0.18 1.27

昇給に係る職員数 （Ｂ） 29 27 2 支給対象職員の比率 61.80 61.30 66.70

号級数別内訳

２号給 4 4 0

代表的な特殊勤務手当の名称
３号給 1 1 0

４号給 24 22 2

比率　（Ｂ）／（Ａ） 96.7 96.4 100.0

前
　
年
　
度

職員数 （Ａ） 30 28 2

昇給に係る職員数 （Ｂ） 29 27 2

号級数別内訳

２号給 3 3 0

３号給 1 1 0

４号給 25 23 2

比率　（Ｂ）／（Ａ） 96.7 96.4 100.0

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）
職制上の段階・職務の

備     考
６月（月分） １２月（月分） 級等による加算措置

本  　年  　度
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.25 2.25 4.5

前  　年  　度
(1.15) (1.15) (2.3)

有
2.2 2.2 4.4

一般会計の制度
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.25 2.25 4.5

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

通勤手当 同　　　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同　　　じ

住居手当 同　　　じ
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款 項 事　業　名

年度 年　割　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

5 50,855 50,855 43,120 43,120 33.9
逓次繰越

7,735千円

6 76,283 76,283 84,018 84,018 66.1

計 127,138 127,138 43,120 84,018 127,138 100.0

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

6 27,355 27,355 27,355 27,355 40.0

7 41,032 41,032 41,032

計 68,387 68,387 27,355 27,355 41,032 40.0

継　　続　　費　　に　　関　　す　　る　　調　　書

全　　　体　　　計　　　画

前前年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発

生（見込）額

当該年度
支払義務
発生予定

額

当該年度
末までの
支払義務

発生予定額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗

率

備　　考
左　の　財　源　内　訳

損益勘定
留保資金

建設改良
積 立 金

１．資本的
　　支   出

１．建設
　　改良費

浄水施設更新事業
(水道山加圧所送水
ポンプ更新工事)

浄水施設更新事業
(元宿浄水場3号取水
ポンプ更新工事)

企 業 債 国庫補助金
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期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 給 水 収 益

千円　 千円　 千円　 千円　

桐生市水道事業

窓口業務包括委託 1,664,740 1,664,740 1,664,740

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　　　項 限　度　額

前  年  度  末  ま  で  の
支払義務発生 （見込） 額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

令和7年度から
令和11年度まで
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円 円 円
１． 営業収益

(1) 給水収益 1,713,376,000
(2) 加入金 33,970,000
(3) その他の営業収益 21,480,000 1,768,826,000

２． 営業費用
(1) 原水及び浄水費 479,877,000
(2) 配水及び給水費 296,055,000
(3) 受託工事費 1,000
(4) 業務費 183,543,000
(5) 総係費 152,287,000
(6) 減価償却費 948,654,000
(7) 資産減耗費 10,001,000
(8) その他の営業費用 1,000 2,070,419,000

営業損失 301,593,000

３． 営業外収益
(1) 受取利息 737,000
(2) 他会計補助金 2,975,000
(3) 長期前受金戻入 109,994,000
(4) 雑収益 89,012,000 202,718,000

４． 営業外費用
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 65,206,000
(2) 雑支出 765,000 65,971,000

５． 予備費
(1) 予備費 5,000,000 5,000,000 131,747,000

経常損失 169,846,000

６． 特別利益
(1) 固定資産売却益 2,113,000
(2) 過年度損益修正益 1,000 2,114,000

７． 特別損失
(1) 固定資産売却損 1,000
(2) 過年度損益修正損 91,000
(3) その他の特別損失 108,989,000 109,081,000 △ 106,967,000

当年度純損失 276,813,000

その他未処分利益剰余金変動額 300,881,000

当年度未処分利益剰余金 24,068,000

令和６年度　桐生市水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
（消費税及び地方消費税抜）
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円 円 円 円

１． 固定資産
(1) 有形固定資産

ｲ 土地 632,012,000
ﾛ 立木 5,985,000
ﾊ 建物 1,470,927,000

減価償却累計額 815,178,000 655,749,000
ﾆ 構築物 30,723,618,000

減価償却累計額 15,776,435,000 14,947,183,000
ﾎ 機械及び装置 8,311,795,000

減価償却累計額 4,503,564,000 3,808,231,000
ﾍ 車両運搬具 42,916,000

減価償却累計額 39,319,000 3,597,000
ﾄ 工具器具及び備品 246,259,000

減価償却累計額 213,169,000 33,090,000
ﾁ 建設仮勘定 38,710,000
有形固定資産合計 20,124,557,000

(2) 無形固定資産
ｲ 電話加入権 805,000
ﾛ ダム使用権 2,908,571,000
ﾊ 水利権 5,832,000
無形固定資産合計 2,915,208,000
固定資産合計 23,039,765,000

２． 流動資産
(1) 現金預金 3,319,924,000
(2) 未収金 240,264,000

貸倒引当金 1,840,000 238,424,000
(3) 貯蔵品 10,902,000
(4) その他流動資産 3,500,000

流動資産合計 3,572,750,000

資産合計 26,612,515,000

令和６年度　桐生市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

（消費税及び地方消費税抜）
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円 円 円 円

３． 固定負債
(1) 企業債

ｲ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,594,980,000 5,594,980,000
(2) 引当金

ｲ 退職給付引当金 260,292,000
ﾛ 修繕引当金 385,737,000
引当金合計 646,029,000

固定負債合計 6,241,009,000

４． 流動負債
(1) 企業債

ｲ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 339,966,000 339,966,000
(2) 未払金 201,205,000
(3) 引当金

ｲ 賞与引当金 21,268,000 21,268,000
(4) その他流動負債 5,073,000

流動負債合計 567,512,000

５． 繰延収益
(1) 長期前受金

ｲ 受贈財産評価額 871,594,000
収益化累計額 608,043,000 263,551,000

ﾛ 工事寄付金 1,326,000
収益化累計額 1,090,000 236,000

ﾊ 他会計負担金 849,322,000
収益化累計額 518,167,000 331,155,000

ﾆ 工事負担金 2,066,556,000
収益化累計額 1,605,898,000 460,658,000

ﾎ 国県補助金 1,984,821,000
収益化累計額 292,574,000 1,692,247,000

ﾍ その他資本剰余金 1,191,000
収益化累計額 1,131,000 60,000

長期前受金合計 2,747,907,000

繰延収益合計 2,747,907,000

負債合計 9,556,428,000

負　債　の　部
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円 円 円 円

６． 資本金 12,796,948,000

７． 剰余金
(1) 資本剰余金

ｲ 受贈財産評価額 90,369,000
ﾛ 工事寄付金 1,674,000
ﾊ 他会計負担金 3,085,000
ﾆ 工事負担金 59,438,000
ﾎ 国県補助金 48,315,000
ﾍ その他資本剰余金 16,822,000
資本剰余金合計 219,703,000

(2) 利益剰余金
ｲ 利益積立金 1,575,776,000
ﾛ 災害復旧積立金 500,000,000
ﾊ 建設改良積立金 1,939,592,000
ﾆ 当年度未処分利益剰余金 24,068,000
利益剰余金合計 4,039,436,000

剰余金合計 4,259,139,000

資本合計 17,056,087,000

負債資本合計 26,612,515,000

資　本　の　部
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円 円 円
１． 営業収益

(1) 給水収益 1,747,911,000
(2) 加入金 30,743,000
(3) その他の営業収益 23,143,000 1,801,797,000

２． 営業費用
(1) 原水及び浄水費 433,803,000
(2) 配水及び給水費 262,035,000
(3) 業務費 192,891,000
(4) 総係費 140,671,000
(5) 減価償却費 924,088,000
(6) 資産減耗費 10,000,000 1,963,488,000

営業損失 161,691,000

３． 営業外収益
(1) 受取利息 864,000
(2) 他会計補助金 3,044,000
(3) 長期前受金戻入 112,658,000
(4) 雑収益 86,587,000 203,153,000

４． 営業外費用
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 69,762,000
(2) 雑支出 781,000 70,543,000

５． 予備費
(1) 予備費 4,856,000 4,856,000 127,754,000

経常損失 33,937,000

６． 特別損失
(1) 過年度損益修正損 222,000 222,000 △ 222,000

当年度純損失 34,159,000

その他未処分利益剰余金変動額 315,062,000

当年度未処分利益剰余金 280,903,000

令和５年度　桐生市水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日）
（消費税及び地方消費税抜）
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円 円 円 円

１． 固定資産
(1) 有形固定資産

ｲ 土地 632,875,000
ﾛ 立木 5,985,000
ﾊ 建物 1,768,144,000

減価償却累計額 996,171,000 771,973,000
ﾆ 構築物 30,195,229,000

減価償却累計額 15,389,775,000 14,805,454,000
ﾎ 機械及び装置 8,210,650,000

減価償却累計額 4,388,374,000 3,822,276,000
ﾍ 車両運搬具 43,092,000

減価償却累計額 40,938,000 2,154,000
ﾄ 工具器具及び備品 241,807,000

減価償却累計額 205,163,000 36,644,000
ﾁ 建設仮勘定 63,788,000
有形固定資産合計 20,141,149,000

(2) 無形固定資産
ｲ 電話加入権 805,000
ﾛ ダム使用権 2,969,404,000
ﾊ 水利権 6,156,000
無形固定資産合計 2,976,365,000
固定資産合計 23,117,514,000

２． 流動資産
(1) 現金預金 3,635,388,000
(2) 未収金 230,341,000

貸倒引当金 1,502,000 228,839,000
(3) 貯蔵品 12,104,000
(4) その他流動資産 3,500,000

流動資産合計 3,879,831,000

資産合計 26,997,345,000

令和５年度　桐生市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）
（消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部
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円 円 円 円

３． 固定負債
(1) 企業債

ｲ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,634,946,000 5,634,946,000
(2) 引当金

ｲ 退職給付引当金 265,528,000
ﾛ 修繕引当金 385,737,000
引当金合計 651,265,000

固定負債合計 6,286,211,000

４． 流動負債
(1) 企業債

ｲ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 331,624,000 331,624,000
(2) 未払金 200,975,000
(3) 引当金

ｲ 賞与引当金 20,709,000 20,709,000
(4) その他流動負債 5,090,000

流動負債合計 558,398,000

５． 繰延収益
(1) 長期前受金

ｲ 受贈財産評価額 871,594,000
収益化累計額 593,811,000 277,783,000

ﾛ 工事寄付金 1,326,000
収益化累計額 1,070,000 256,000

ﾊ 他会計負担金 833,799,000
収益化累計額 502,232,000 331,567,000

ﾆ 工事負担金 2,064,556,000
収益化累計額 1,565,100,000 499,456,000

ﾎ 国県補助金 1,982,081,000
収益化累計額 253,565,000 1,728,516,000

ﾍ その他資本剰余金 1,191,000
収益化累計額 1,131,000 60,000

長期前受金合計 2,837,638,000

繰延収益合計 2,837,638,000

負債合計 9,682,247,000

負　債　の　部
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円 円 円 円

６． 資本金 12,498,243,000

７． 剰余金
(1) 資本剰余金

ｲ 受贈財産評価額 90,369,000
ﾛ 工事寄付金 1,674,000
ﾊ 他会計負担金 3,085,000
ﾆ 工事負担金 59,438,000
ﾎ 国県補助金 48,315,000
ﾍ その他資本剰余金 16,822,000
資本剰余金合計 219,703,000

(2) 利益剰余金
ｲ 利益積立金 1,575,776,000
ﾛ 災害復旧積立金 500,000,000
ﾊ 建設改良積立金 2,240,473,000
ﾆ 当年度未処分利益剰余金 280,903,000
利益剰余金合計 4,597,152,000

剰余金合計 4,816,855,000

資本合計 17,315,098,000

負債資本合計 26,997,345,000

資　本　の　部
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Ⅰ.　重要な会計方針 ４　　消費税及び地方消費税の会計処理

平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　　たな卸資産の評価基準及び評価方法 Ⅱ.　予定貸借対照表等関連

・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法による。 １  　令和６年度予定貸借対照表関連

２　　固定資産の減価償却の方法 （１） 企業債の償還に係る他会計の負担

固定資産の減価償却は、取得又は固定資産へ編入の翌年度から行うものとする。 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１９２，６０１，０００円

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。 である。

・ 主な耐用年数 ２  　令和５年度予定貸借対照表関連

　 建物　　　　　　　　　　  　  １５～５０年 （１） 企業債の償還に係る他会計の負担

　 構築物　　　　　　　　　　　１０～６０年 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

　 機械及び装置　　　　　   　６～２０年 償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２１０，４０２，０００円

　 車両運搬具　　　　　　　　　４～　６年 である。

　 工具器具及び備品　　　 　３～１５年 Ⅲ.　リース契約により使用する固定資産

（２）  無形固定資産 １　　リース取引の処理方法

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。 リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

・ 主な耐用年数 に係る方法に準じた会計処理による。

　 ダム使用権 　　　　　  　  ５５年 リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

　 水利権　　　 　　　　　 　  ２０年 引に係る方法に準じた会計処理による。

３　　引当金の計上方法 ２　　リース会計に係る特例措置

（１） 退職給付引当金 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

職員の退職手当の支給に備えるため、当該年度末水道局在籍職員にかかる退職手 準じた会計処理による。

当の要支給額に相当する金額を計上している。

（２） 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに職員の期末手当及び勤勉手当に係る

法定福利費の支出に備えるため、当該年度末における支給見込額並びに支出見込額

に基づき、当該年度の負担に属する額を計上している。

見込額を計上している。

   注記

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（１）　有形固定資産

（３） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、債権残高に貸倒実績率を乗じて、回収不能
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Ⅳ.　その他の注記

１　　新会計基準移行に係る経過措置

（１） 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

取り崩すこととする。

２　　引当金の取崩し

（１） 退職給付引当金の取崩し

令和５年度において、退職手当として １５，１０２，０００円を支給することとなったため、

退職給付引当金 １５，１０２，０００円を取り崩す。

令和６年度において、退職手当として ２３，４３３，０００円を支給することとなったため、

退職給付引当金 ２３，４３３，０００円を取り崩す。

（２） 賞与引当金の取崩し

令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として ５３，１５３，０００円を支給し、

当該手当に係る法定福利費として １０，２００，０００円を支出することとなったため、賞与

引当金 ２０，３１７，０００円を取り崩す。

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として ５５，２７７，０００円を支給し、

当該手当に係る法定福利費として １３，５４３，０００円を支出することとなったため、賞与

引当金 ２０，７０９，０００円を取り崩す。

（３） 修繕引当金の取崩し

令和５年度において、修繕費として ９，２１９，０００円を支出することとなったため、

修繕引当金 ９，２１９，０００円を取り崩す。

（４） 貸倒引当金の取崩し

令和５年度において、債権の不納欠損による損失として １，８３９，０００円を計上す

ることとなったため、貸倒引当金 １，８３９，０００円を取り崩す。

令和６年度において、債権の不納欠損による損失として １，５０２，０００円を計上す

ることとなったため、貸倒引当金 １，５０２，０００円を取り崩す。
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